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序    文 
 

イラン・イスラム共和国の国内資源のほとんどはペルシャ湾岸に偏在し、主要な資源である石

油・ガスの開発、生産が積極的に進められていますが、十分な環境対策が行われていません。こ

のため、油井からの漏油、石油生産設備からの含油排水による海洋汚染、石油随伴ガスのフレア

リングに伴う硫黄酸化物・窒素酸化物・煤塵による大気汚染等さまざまな環境問題が発生してい

ます。そのため、ペルシャ湾の海洋汚染は深刻であり、ペルシャ湾の豊かな生物多様性のみなら

ず、漁業資源に大きな打撃を与えることが懸念されています。 

また、環境に対する高リスクの汚染要因として、事故に伴う石油などの流出が挙げられる。こ

うした事故に対するリスク管理は、日常的な予防対策及び事故対応の体制整備などが重要である

が、イランでは技術的課題の検討も含めて体制整備が不十分な状況です。 

以上の背景のもと、日本に対して本協力支援の要請がありました。 

これを受け、独立行政法人国際協力機構は平成23年2月25日から3月10日、及び平成23年6月25日

から29日の2回にわたって詳細計画策定調査団を派遣し、要請された内容を確認しました。併せて、

イラン側関係者との協議及び現地調査を通じ、本プロジェクトの必要性、妥当性を確認し、協力

内容、対象者等を含む協力のフレームワークについて協議を行いました。 

本報告書は、その結果を取りまとめたものです。 

ここに、本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・イラン国側双方の関係各位に対し、

深甚の謝意を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

平成23年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 江島 真也 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 要請背景 

イラン・イスラム共和国（以下「イラン」と記す）の国内資源のほとんどはペルシャ湾岸に偏

在し、主要な資源である石油・ガスの開発、生産が積極的に行われているが、十分な環境対策が

行われていない。このため、油井からの漏油、石油生産設備からの含油排水による海洋汚染、石

油随伴ガスのフレアリングに伴う硫黄酸化物・窒素酸化物・煤塵による大気汚染等さまざまな環

境問題が発生している。そのため、ペルシャ湾の海洋汚染は深刻であり、ペルシャ湾の豊かな生

物多様性のみならず、漁業資源に大きな打撃を与えることが懸念されています。 

また、環境に対する高リスクの汚染要因として、事故に伴う石油などの流出が挙げられる。こ

うした事故に対するリスク管理は、日常的な予防対策及び事故対応の体制整備などが重要である

が、イランでは技術的課題の検討も含めて体制整備が不十分な状況です。 

以上を踏まえ、イラン政府はわが国に対して2010年度に、「ペルシャ湾沿岸石油・ガス産業公害

管理能力向上プロジェクト」の要請を提出した。本要請を受けJICAは要請内容の確認のため2010

年2月25日～3月10日まで吉田充夫国際協力専門員を派遣し、状況確認調査を実施し、イラン側カ

ウンターパートの所掌・ニーズ、汚染等の問題に対する優先度、それらを踏まえた案件形成を行

った。 

この結果を踏まえてイラン側は要請内容を修正し、2010年10月に「石油災害に対する緊急対策

体制整備計画調査」（開発計画調査型技術協力）として採択されました。 

 

１－２ 調査団派遣の経緯と目的 

2010年度要望調査を通じて当初イラン側より要請を受けたプロジェクトは、石油・ガス産業に

よる環境汚染を防ぐためのマスタープランの作成を主目的としており、環境に軸足が置かれたも

のです。 

これに対し、上述の状況確認調査におけるイラン側との協議や現場視察も踏まえ、次の５分野

において、より強いニーズが認められた。 

1）ペルシャ湾の環境汚染の現状の正確な把握と評価 

2）石油産業に対する環境管理基準やガイドラインの整備（石油省レベル） 

3）各石油産業地区の環境管理計画の策定及びペルシャ湾沿岸全域の環境管理基本計画の策定 

4）最大の環境リスクである緊急事故（石油流出等）対応汚染防止計画の策定と体制構築 

5）環境管理を行う人材〔各級の健康安全環境局（HSE）職員〕の育成 

上記5分野のうち、1）については既に石油省に整備されたモニタリング施設が確認され、中央

の石油省石油研究所（テヘラン）に高度の環境分析施設が存在し、相当のデータの蓄積があるこ

とから、イラン側で十分に実施できる事項として整理がなされた。 

この調査結果を踏まえ、要請内容をイラン側で再検討した結果、特に石油災害を視野に入れた

緊急対応の計画作成・体制整備に係るマスタープランの作成4）を主眼としつつ、他の分野を一部

取り入れた計画）について、改めて要請があり、上述のとおり採択された。 

本件の正式採択以降、イラン側と協力内容の協議・合意文書である実施細則（S/W）の署名に向

けて2度の詳細計画策定調査を実施した。 

第1次詳細計画策定調査は、2011年2月25日～3月10日にかけて実施し、開発計画調査型技術協力
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における調査対象スコープの決定とそれに必要な周辺情報収集（汚染状況や災害発生状況、事故

対応等の現状や制度・組織の情報、石油省における環境管理の取り組み等）、加えて相手側実施機

関・関係機関の実施体制の確認を目的に実施しました。 

第2次詳細計画策定調査は、2011年6月25日～29日にかけて実施し、開発計画調査型技術協力の

協力内容及びイラン側の便宜供与内容等をS/Wに取りまとめ、署名を行いました。 

 

１－３ 調査団の構成 

（1）第1次詳細計画策定調査 

1）団長 白川 浩 地球環境部 環境管理第二課長 

2）協力企画 伊藤民平 地球環境部 環境管理第二課 

 

（2）第2次詳細計画策定調査 

1）団長 花立大民 イラン事務所 所長 

1）協力企画 伊藤民平 地球環境部 環境管理第二課 

 

１－４ 調査日程 

（1）第1次詳細計画策定調査 

月日  団長 協力企画 

2/25 金  成田発 

2/26 土  
ドバイ経由テヘラン着 

午後 JICAイラン駐在員事務所との打合せ 

2/27 日  終日 石油省・石油公社との協議 

2/28 月  
午前 石油省・石油公社・外務省・SPAC協議 

午後 RIPIヒアリング 

3/1 火  終日 Mahshar地区サイト視察、HSE責任者との協議

3/2 水  終日 Khark島サイト視察、HSE責任者との協議 

3/3 木 成田発 
午前 Khark島サイト視察 

午後 協議結果整理 

3/4 金 
ドバイ経由テヘラン着 午前 協議資料作成 

午後 団内打合せ 

3/5 土 
午前 JICAイラン駐在員事務所打合せ 

午後 M/M、S/W案の作成 

3/6 日 終日 Assaluyeh地区サイト視察、HSE責任者との協議 

3/7 月 
午前 石油省とのミニッツ協議 

午後 環境庁ヒアリング 

3/8 火 
午前 石油省とのミニッツ協議 

午後 在イラン日本国大使館報告 

3/9 水 
午前 ミニッツ署名 

午後 JICAイラン駐在員事務所報告、テヘラン発 

3/10 木 成田着 
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（2）第2次詳細計画策定調査 

月日  協力企画 

6/25 土 成田発 

6/26 日 ドバイ経由テヘラン着 

午後 JICAイラン駐在員事務所打合せ 

6/27 月 終日 石油省協議（S/W案） 

6/28 火 午前 S/W署名 

午後 在イラン日本国大使館報告（ODAタスクフォース）、テヘラン発 

6/29 水 羽田着 

 

１－５ 主要面談者 

（1）石油省健康安全環境局MOP（HSE） 

Mr. Mohammad Hossein Ardeshiri, 局長 

Dr. Ali Asghar Rajabi, 上級環境専門官 

Mr. Kourosh Osivandi 環境専門官 

 

（2）イラン国営石油化学公社 健康安全環境局NPC（HSE） 

Dr. Ghodratollah Nasiri, 局長 

Mr. Mohammad Reza Sarafrazi 上級環境専門官 

 

（3）イラン国営海上石油公社 健康安全環境局IOOC（HSE） 

Mr. Farzad Farzi 局長 

Mr. Abbasi 環境部長 

 

（4）マーシャー石油化学経済特区Petzone（Mahshahr） 

Mr. Farzad Nezhad Bahadori, 健康安全環境局 環境部長 

 

（5）パルス（アサルイェ）経済エネルギー特区PSEEZ（Assaluyeh） 

Mr. Hassan Akhondi 健康安全環境局 局長 

 

（6）大統領府 戦略計画・監督庁SPAC 

Mr. Ramezan Esmaeil Asadi 国際機関担当上級専門官 

 

（7）外務省 

Mr. Hossein Javaherian 日本デスク 担当官 

 

（8）イラン石油研究所 

Dr. Mozaffar Eslami 環境バイオテクノロジー研究課長 
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（9）環境庁 

Dr. Seyed Mohammad Bagher Nabavi 副長官 

Mr. Rahmati EIA課長 

 

（10）在イラン日本国大使館 

駒野 欽一 大使 

藤井 和久 二等書記官 

 

（11）JICAイラン駐在員事務所 

花立 大民 所長 

大野 憲太 所員 

行平 英基 企画調査員 
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第２章 調査結果概要 
 

２－１ 本格調査の概要 

（1）調査目的 

石油ガス産業の緊急事故対応及び環境管理・モニタリングにおける現状を調査分析すると

ともに、調査結果に基づき、石油流出など緊急事故対応及び環境管理に係るマスタープラン

を作成する。加えて調査の過程で、石油省とその傘下の健康安全環境局の石油流出等緊急事

故対応及び、環境管理に係る能力強化を図ることを目的とする。 

 

（2）調査内容 

フェーズ1：石油ガス産業の緊急事故対応の整備状況及び、環境管理・モニタリングにおけ

る現状分析 

フェーズ2：石油公害対策・事故対策の改善及び、環境管理に係るマスタープラン作成 

 

（3）調査対象地域 

パイロット地域として、①アサルイェ（Assaluyeh）、②マーシャー（Mahshahr）、③ハルク

島（Khark）の3地域を対象地域とする。 

 

（4）実施体制 

石油省健康安全環境局を主のカウンターパートとし、その傘下の石油公社（イラン国営石

油化学公社等）の健康安全環境局及び、各石油公社傘下の石油会社の健康安全環境局の参加

を得つつ調査を実施する。調査の実施にあたっては、以下のメンバーからなるステアリング

コミッティを設置し、調査の進捗を管理する。 

石油省健康安全環境局長をプロジェクトダイレクター、石油省健康安全環境局環境専門官

をプロジェクトコーディネーター、そして石油化学公社健康安全環境局長を副プロジェクト

コーディネーターとして全体工程を管理する。 

 

メンバー一覧表 

石油省健康安全環境局 石油化学公社健康安全環境局 

マーシャー石油化学経済特区健康安全環境局 海上石油公社 健康安全環境局 

パルス（アサルイェ）経済エネルギー特区健康安全環境局 イラン石油研究所 

環境庁 港湾海運局 

外務省 大統領府 戦略計画・監督庁 

JICAイラン駐在員事務所 JICA専門家 

 

（5）調査期間（予定） 

2011年11月～2014年2月（約28カ月） 
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２－２ その他協議事項 

（1）石油ガス災害の規模 

石油省側より、今回の調査で扱う災害の規模について言及があり、基本的には汚染流出量1が

50t未満のものを調査対象としたいとの希望が寄せられた。50t以上の汚染については港湾海運

局の所掌、それ以下のものが石油省健康安全環境局の所掌であることから、今回の調査では

50t未満の汚染に焦点を当てることとした。 

 

（2）石油省のキャパシティ 

本調査を実施するにあたり、石油省からは、災害対応及び環境管理にかかる石油省のキャ

パシティアセスメントを実施し、不足点の指摘を希望する点、加えて何んらかの手段を通じ

たキャパシティディベロップメント活動が必要な点について言及があった。したがって、調

査においてはキャパシティアセスメントを実施し、調査の過程で随時キャパシティ向上の取

り組みを行うこととした。 

 

                                                  
1 「汚染流出量」は、3-5 章で記載のとおり調査時点で議会承認待ちであったマスタープラン（OPRC 条約［油濁事故対策協力条約］

に即したマスタープラン案）に記載されているとの説明を受けたが、正式承認が得られていないため、港湾海運局より案を入手で

きなかったため正式な定義は不明である。なお、OPRC 条約では「『油汚染事故』とは、1 つの出来事または同一の原因を有する一

連の出来事のうち、油を排出させるかまたはそのおそれがあるもので、海洋環境または、1 またはそれ以上の沿岸若しくは関連利

益を脅かし、または脅かすおそれがあり、緊急行動その他の迅速な対応を必要とするものをいう」と定義している。 
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第３章 現状と課題 
 

３－１ 自然条件 

イランは、国土面積164万8,195km2（日本の約4.4倍）を有し、北にはアルメニア、アゼルバイジ

ャン、カスピ海、トルクメニスタンが、東にはアフガニスタン、パキスタンが、南にはオマーン

湾、ホルムズ海峡、ペルシャ湾が、そして西にはイラク、トルコが存在する。なかでも南部のペ

ルシャ湾は、その石油・ガス資源から戦略的要衝としてイランにとって重要な土地となっている。 

イランは２つの大山脈、エルブールズ山脈とザグロス山脈が存在し、前者は北部のカスピ海を

囲むように東西に連なり、後者は南西部国境を北西から南東方向に横たわっている。これらの山

脈に囲まれる中央部は高原が存在し、カビール砂漠やルート砂漠などの大きな砂漠が広がる。 

イランの気候は、全体としては標高が高いことによる寒暖の差が明瞭であり、またはっきりと

した四季が存在する。北部においては冬、気温が氷点下になることもあり降雪も見られる。一方

ペルシャ湾沿岸の冬は気温が15度～20度程度と穏やかである。夏の北部は概して乾燥して暑くな

る一方、ペルシャ湾岸は温度、湿度ともに高くなり、極めて過ごしにくい気候となる。北部テヘ

ランにおいては年間降水量は400mm程度で、ペルシャ湾沿岸においては150mm～350mm程度であ

る。 

 

３－２ 社会経済 

イランの人口は2010年現在7,510万人で、人口の約2/3が都市部に住む。またイランは世界的にも

若年層の人口比率が多いことが特徴である。 

天然資源としては、石油や天然ガスが豊富であるが、石油の輸出に過度に依存した状況からの

脱却、すなわち非石油産業の育成が課題となっている。 

農業は国土のかなりの部分が砂漠であることもあり、中央部の砂漠を避け、北部カスピ海沿岸

や北西部の山間地において主に行われている。基本的農作物の自給率は90％前後と高く、小麦、

大麦、コメ、トウモロコシ等なども栽培されている。 

製造業については、主要工業製品として、石油化学製品、鉄鋼、銅製品、自動車等が挙げられ

る。自動車についてはSAIPA社等の国産の自動車も存在する。 

第5次国家計画においては、「第5章 経済」の125条～132条において石油ガス産業への言及がな

されている。特に129条のb項において、石油開発に携わる企業に対するライセンスの供与や「健

康・安全・環境」の観点からも監視について言及がされている。また、「第6章 地域開発」の187

条～193条においては環境に対する取り組みについて言及されている。188条では環境基準の設定

と、企業側の基準への配慮が、189条では国家レベル・州レベルの環境情報システム構築とモニタ

リングについて、そして192条では環境汚染の防止のために、産業主体による自主モニタリングシ

ステム構築、等について言及している。 

 

３－３ 関係する組織 

（1）石油省 

石油省はその傘下の公社も含め、全体で約91,000名の従業員を擁する。このうちHSEの仕事

に対しては約6,000名が従事している。石油省はその傘下に4つの公社を従える。それぞれガス

産業を所掌するイラン国営ガス公社（NIGC）、石油産業を所掌するイラン国営石油公社（NIOC）、
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石油化学産業を所掌するイラン国営石油化学公社（NPC）、石油精製・輸送を所掌するイラン国

営石油精製・販売公社（NORDC）である。それぞれの公社には石油省同様にHSEが存在する。

さらに、これらの公社はその傘下に複数の国営企業を従えており、その個々の企業の中にも

HSEが存在するという階層システムをとっている。石油省のHSEは各公社のHSEを相手に、政

策・調整を司る。そして公社のHSEはそれぞれの傘下の企業のHSEをコントロールする、とい

う関係である（図－１参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 石油省、石油公社、各企業におけるHSEの構造 

 

HSEは通常は健康部局（H）、安全部局（S）、環境部局（E）に加え災害担当の部局が存在す

る。しかし、各サイトのHSEはそれぞれの状況に応じた組織形態をとっており、若干のバリエ

ーションが存在する。 

例えばアサルイェのHSEにおいては200名弱の人員がおり、同地区を3ゾーンに分割し、それ

ぞれにH、S、Eが存在する構造を取る。そして緊急対応については港湾海運局に委託する形で

業務を実施している。1ゾーンはH、S、Eそれぞれ3名程度の人員がおり、それを統括する責任

者1名の計10名程度から構成される。3ゾーンに加えHSE中央事務所には10名程度の人員がおり、

各ゾーンを管轄している。これらのほかに約150名程度の消防士がいる。活動経費としては石

油省からの予算として年間400万米ドル程度の規模である。 

ハルク島に、HSEとしては100名程度の人員が配置されているが、そのほとんどは消防士と

いう情報であった。マーシャーではHSE部局としては250名程度の人員がおり、うち環境には

55名が配置されている。 

 

（2）環境庁 

イランにおける環境管理分野の枠組みは1974年に制定された環境保護法にて環境庁や環境

最高評議会などの機関を定めている。環境最高評議会は環境分野における最高機関として設

置されており、大統領を議長として副大統領、関連省庁担当相、司法長官及び専門家から構

成される。環境関連の基本政策や基準を設定する権限を有し、下部組織として連絡協議会（環

境プログラム、環境調査と情報交換、環境教育と意識啓発、環境と持続可能な開発）を有し



 

－9－ 

ている。 

大統領府の下に設置されている環境庁はこの環境最高評議会の事務局として機能し、環境

問題に関連する法律や基準を、関係諸機関との協力・調整のもとに策定することや、環境関

連の政策を策定し、環境最高評議会に提出・承認を得ることを主な所掌としている。約3,500

名の職員が勤務しており、長官直属の4つの局、4名の次長の監督下にある各局が本庁に存在

し、それに加えて、各州に州局を有している。州局は下部組織ではなく、実際は本庁の4局と

同格の機能を有すると解され、法律や施策の施行や環境モニタリングを行っている（以上、「イ

ラン・イスラム共和国大テヘラン圏大気汚染管理強化及び改善調査最終報告書（平成17年1

月）」による）。 

各州における環境モニタリングについては、上述のとおり各州局が実施しており、本調査

における各パイロットサイトとの関わりは、州局がより強くなるものと考えられる。 

 

３－４ 環境汚染状況及び石油・ガス災害発生状況 

詳細な情報は入手できなかったものの、一般的な状況として石油産業に由来する環境汚染につ

いて、問題視されている状況があり、石油省として適切な対処が必要との話であった。またカウ

ンターパートとの協議においては、年間数件程度の事故が発生しているとの情報を得た。大使館

からの情報では2010年1年で5件程度の事故が発生し、約20名の死者が発生しているとのことであ

った。石油省においてはこうした緊急事故に適切に対応するための計画や体制が整っておらず、

早急に整備が必要な状況である。また、環境に対する配慮についても、個別の企業が個別の対応

をしており、石油省としてどのように対処すべきかという全体計画が存在しないため、今回の協

力を通じて作成したいとの方針であった。 

    

以下各パイロットサイトの現場踏査を行った際の状況を記述する。 

（1）アサルイェ（Assaluyeh） 

1998年に建設が決定し3万haの広さをもつアサルイェのパルス経済エネルギー特区（PSEEZ）

は、沖合の南パルスガス田から105kmに立地する。気温は、摂氏5度～50度、平均湿度は59～

88％、降水量は年180mmと非常に苛酷な環境である。直接石油産業に関係して勤務する人員

は45,000名程度であるが増加基調にある。石油精製施設や石油化学工業、石油パイプライン基

地が存在し、フレアリングが見られるため、大気汚染がかなり激しい。一部に黄褐色の煙（二

酸化硫黄と思われる）が出ている工場もあり、全体的に大気が粒子状物質でかすんでいる状

況であった。大気のオンライン観測ステーションが8カ所存在するほか、民間ベースでフレア

リングのガスを集めて発電に使う計画が動いている模様である。 

一方で排水については、基本的に集中処理がなされており（それを請け負っている会社が

存在）、海への放流口で観察した限りでは、目立ったオイル臭もなく適切な処理がなされてい

る印象であった（なお、処理水を地域内の工場などに販売しており、その余剰を放流口から

放水しているとのこと）。しかし、放流口の近辺で海藻が繁茂しており、一部富栄養化を疑わ

せる。港湾の水は透明度もあり、汚染されている状況はほとんど観測されなかった。 

アサルイェでは、ヒアリング調査の範囲では油漏れ事故などはほとんど発生していないと

の説明であった。 
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（2）マーシャー（Mahshahr） 

1977年より開発が進んでいるマーシャーのPetzoneはペルシャ湾最北端に位置し、2,000haの

広さを有す。石油化学工業の発展のために建設された経緯があり、その工場が多く集中する。

沿岸域には干潟やマングローブなどの広大な湿地が存在し、近隣には農村や漁村が存在する。

大規模なコンビナートが多く、アサルイェと同様フレアリングが観測され、VOC臭（揮発性

有機化合物：Volatile Organic Compound）があった。詳しくは観察する機会がなかったが、水銀

汚染が問題になったこともある。排水については2カ所で集中処理しているが、処理に影響が

出る高濃度の排水については各企業で1次処理をしたのち、集中処理施設に送ることが求めら

れており、時折、不法に流す企業もあるとの説明を受けた。また漁業にも影響が出ており、

沖合15km程度までいかなければ漁ができないとの話やコンプレックス近傍の魚からは異臭が

するとの話を受けた。 

大気汚染については2010年9月～11月に2,000名以上の通院患者が出る事態が発生している。

風向によって、1～2時間程度でコンプレックスの排ガスが町に届くようであるが、自然条件

も重なったとの説明を受けた。 

 

（3）ハルク島（Khark） 

ペルシャ湾、沖合25kmに浮かぶ島で、1986年に完成した石油備蓄・輸出基地としての立地

である。島の住人は約12,000人、石油関連の業務による滞在者が3,000～4,000名在住する。長

距離石油パイプラインが島に集約しており、精製施設の存在と沖合の島ということもあり、

大規模なフレアリングがなされており、その煙が北東部本土に向かって流れている様子が観

察された。 

精製時の排水について適切な規模の処理施設がなかったためか、池に貯めて浮いた油を回

収する状況が観察された（処理施設を拡張工事中であった）。島の海岸ではかつての事故（湾

岸戦争の時のものという情報もあるが詳細は不明である）で流出したと思われる漂着油が固

化してアスファルト状になったものが見られた。場所により強烈なVOC臭があり、長時間の

滞在は難しいと思われた。 

LPG、硫黄、メタノールの古い工場が存在するが、訪問した2～3カ月前に事故があり、5名

ほど死亡しているとのことであった。 

ハルク島周辺には5つの油田が存在し、その精製などを島で行っているほか、陸からのパイ

プラインもハルク島につながっており、そのパイプラインなどの老朽化による油漏れも発生

している。 

 

３－５ 環境及び石油・ガス災害にかかる制度と実施体制 

（1）環境管理 

一般的な環境モニタリングについては環境庁の所掌である。モニタリングについては、基

本は3カ月に一度、認定業者に各工場等の排水等の分析を依頼し、モニタリングを実施してい

る。これらは環境庁の本庁が策定した法令や基準に基づき、環境庁の州局が個別のモニタリ

ングや排出規制等を実施している。場合によっては環境庁の州局自らが監査的に不定期に出

向いて分析を行うケースも存在する。 

石油省としてはモニタリングの義務はないが、コンプライアンスの観点や企業の罰金を防
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ぐ観点から、自主的な内部モニタリングを各HSEにて実施している（項目は環境庁の実施する

ものと同様であるが、一部自主的に項目を追加するケースも存在する）。パイロット3地域そ

れぞれの状況については、マーシャーではそれなりのラボがHSEに存在し、毎日40以上の工場

排水を分析し、大気分析の固定ステーション、移動ステーションをそれぞれ1台ずつ導入する

など、取り組みがそれなりに進んでいる。アサルイェではHSEに小規模なラボが存在するが、

工場排水等は分析対象とせずに、飲料水や公共水域、一般大気等の分析を小規模に実施して

いる状況である（環境庁は定期的にモニタリングを実施しているとのこと）。人数も2～3名と

小規模であり、保健的側面に軸足を置いた活動を実施しているが、定期的に報告書を提出す

るなど、管理は適切になされている。 

ハルク島では環境モニタリングを実施しているという情報は得られなかった。 

 

（2）石油・ガス災害等への対応 

これらの災害緊急対応は、事案の規模に応じて以下のとおり規定されている［OPRC条約（油

濁事故対策協力条約）に即したマスタープラン（案）にて規定している］。 

① 汚染流出量が50t未満：各石油省系列のHSEにて対応 

② 汚染流出量が50t以上500t未満：各州の港湾海運局（PMO）による対応 

③ 汚染流出量が500t以上：港湾海運局本局による対応 

港湾海運局には、州レベル、国家レベルで、緊急時の行動計画（Detail Plan for Emergency 

Response）が存在し、事故が発生した場合の具体的な行動計画が記載されている。他方、州の

下の各ローカルレベルの計画は未策定の状況であり、本調査で作成する緊急対応計画は、こ

のレベル（石油省HSEレベル）に位置づけられることとなる。 

法律では、“Act on Protection of Seas and Navigable Rivers against Oil Pollution”により、港湾

海運局が海域並びに航行可能な河川水域における石油汚染の責任機関であることが記載され

ており、石油省、環境庁、農業省、軍、警察等、他機関がそこにさまざまな面から協力する

枠組みとなっている。その意味でも、本調査の実施においては、港湾海運局との調整が必須

である。港湾海運局は災害緊急対応分野の研修を少なくとも約15年前より実施しており、参

加者は延べ数百人にのぼる。この研修には近隣国からの参加もあるとの情報であった。 

パイロット3地域の状況については、アサルイェにおいては、災害時の緊急対応について港

湾海運局に委託している（最近20年契約を結んだとの情報である）。しかし、HSEもオイルフ

ェンスや除去船を保有しており、港の中については自ら対応している模様。また消防船も2隻

保有している。ハルク島においてはスキマーを4つ保有しているが試行的に除去船との契約を

2年間にわたり締結する予定である（その結果を評価したうえで、船舶の保有の可能性を検討

する見込み）。マーシャーについては情報がない。 
 



 

－12－ 

第４章 本格調査の実施方針 
 

４－１ 調査の基本方針 

要請当初は、環境管理分野への支援を想定していたが、現地調査を通じ、石油省が実施すべき

環境管理は、HSEの部局としてラボを保有し、十分ではないが必要とされる対応がなされていた。

他方で緊急事故対応に対する準備は、港湾海運局は体制や対応計画を準備しているが、石油省に

はこれらの計画が欠如し、ひとたび大きな事故が発生した場合の損害はかなり大きなものとなる

ことが予想される。 

以上を踏まえ、本調査においては、緊急事故対応の体制及び計画づくりを基本として取り組む

こととする。加えて、石油省としてコンプライアンスの観点から対応が必要となる、排水基準・

排出基準等の遵守などの環境管理に係る体制や計画づくりに取り組む（環境庁が実施すべきモニ

タリングや分析などは想定しない）。 

 

４－２ 調査の目的 

石油ガス産業の緊急事故対応及び環境管理・モニタリングにおける現状を調査分析するととも

に、調査結果に基づき、石油流出など緊急事故対応及び環境管理に係るマスタープランを作成す

る。加えて調査の過程で、石油省とその傘下の健康安全環境局の石油流出など緊急事故対応及び

環境管理に係る能力強化を図ることを目的とする。 

 

４－３ 調査対象地域 

パイロット地域として、①アサルイェ（Assaluyeh）、②マーシャー（Mahshahr）、③ハルク島（Khark）

の3地域を対象地域とする。 

 

４－４ 調査業務の範囲 

フェーズ1：石油ガス産業の緊急事故対応の現状及び同産業の環境管理・環境モニタリングの現状

について情報収集を行うとともに、パイロット3地域の状況についてより詳しく情報

収集を行う。これらの作業を通じて現状を把握し、不足点などについて分析を行う。 

フェーズ2：フェーズ1で実施した現状分析を踏まえ、石油流出等緊急事故対応及び環境管理に係

るマスタープランを作成する。マスタープランは石油省マスタープランと、パイロッ

ト3地域のマスタープラン双方を作成する。 

 

４－５ 調査項目と内容 

フェーズ1：石油ガス産業の緊急事故対応の整備状況及び環境管理・モニタリングの現状分析 

1）既存資料の収集、整理、分析 

2）インセプションレポート（IC/R）の作成 

3）インセプションレポートの説明、協議 

4）第1回セミナーの開催 

5）第5次国家計画における石油ガス産業・石油公害・石油災害等の位置づけの確認 

6）ペルシャ湾沿岸の石油・ガス開発計画に係る情報収集 

7）石油ガス災害時の緊急対応に係る法制度上の枠組みの情報収集 
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8）通常の（緊急時以外の）環境管理に係る枠組みの情報収集 

9）諸外国の緊急対応計画に係る情報収集 

10）地域的協力枠組み・国際条約等の枠組み（油濁汚染に関連するもの）に係る情報収集 

11）関連組織の対処能力の評価（キャパシティアセスメント）の実施 

12）パイロット地域の汚染状況等の情報収集・分析 

13）パイロット地域における緊急時対応及び環境管理に係る対応状況の確認 

14）パイロット地域における環境調査の実施 

15）プログレスレポートの作成 

16）本邦研修の実施 

17）油等汚染対策・予防技術のレビュー 

18）油等流出時の拡散モデルの開発・流出予測の実施 

19）リモートセンシング導入に係るレビュー 

20）インテリムレポートの作成 

 

フェーズ2：石油公害対策・事故対策の改善及び、環境管理に係るマスタープラン作成 

1）インテリムレポートの説明・協議 

2）第2回セミナーの開催 

3）パイロット地域におけるマスタープラン（地域レベル：石油ガス災害等緊急対応及び環

境管理）の作成 

4）石油省のマスタープラン（国レベル：石油ガス災害等緊急対応及び環境管理）の作成） 

5）ドラフトファイナルレポートの作成 

6）マスタープラン普及セミナー（第3回セミナー）の開催 

7）ファイナルレポートの作成 

 

４－６ 調査工程及び要員構成 

調査工程は、S/Wに記載のとおり、全体で約28カ月とする。全体の調査工程は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

団員の分野構成案は次のとおりである。 

1）総括/油流出対策計画 

2）油流出対策1（組織・制度） 

3）油流出対策2（技術・施設） 

4）環境管理1（組織・制度） 

5）環境管理2（技術） 

6）拡散モデル/GIS 
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４－７ 調査実施上の留意点 

（1）データ等情報の取り扱い 

調査の実施にあたっては、石油省のみならず、環境庁や港湾海運局から関連の情報・デー

タを得ることが必要となる。これらの入手にあたっては、イラン側からミニッツへの記載を

求められたとおり、石油省を通じて行い、外務省及び大統領府戦略計画・監督庁とも共有し

たうえで入手することになる。これらのアレンジには一定の時間を要することが考えられ、

手際よくイラン側との調整を行い、前もった対応が必要となる。加えて、データの公開に際

しては、石油産業という性格上、一定の制約が出てくる見込みである。これら情報の取り扱

いに留意した調査の実施を行う。 

 

（2）キャパシティアセスメント 

石油省としては、本調査を通じて作成するマスタープランなどの計画を着実に実施するこ

とを通じて、石油省が適切な緊急対応措置をとれること、そして適切な環境管理の対応をと

れることを重要視している。そのため、事前調査では、イラン側より、あるべき姿に対して

現状を評価し、何が欠けていて、今後どのような対応をとれるようにならなければならない

のか、キャパシティアセスメントを通じた分析を行うべく、要望を受けた。これを踏まえ、

調査の開始時点でキャパシティアセスメントを実施する。 
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